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刑事判例研究
覚せい剤の密輸入事件について、裁判員裁判による第 1 審の無罪判決を事実
誤認を理由に破棄した控訴審判決に、刑訴法382条の解釈適用の誤りはないと
された三つの事例
①　覚せい剤を密輸入した事件について、被告人の故意を認めながら共謀を認
めずに無罪とした第 1 審判決には事実誤認があるとした原判決に、刑訴法
382条の解釈適用の誤りはないとされた事例（覚せい剤取締法違反、関税法
違反被告事件、最高裁平成25年 4 月16日第三小法廷決定 ・ 刑集67巻 4 号549
頁、判例時報2192号140頁、判例タイムズ1390　号158頁）
②　密輸組織が関与する覚せい剤の密輸入事件について、被告人の故意を認め
ず無罪とした第 1 審判決に事実誤認があるとした原判決に、刑訴法382条の
解釈適用の誤りはないとされた事例（覚せい剤取締法違反、関税法違反被告
事件、最高裁平成25年10月21日第一小法廷決定 ・ 刑集67巻 7 号755頁、判例
時報2210号125頁、判例タイムズ1397号98頁）
③　覚せい剤の密輸入事件について、共犯者供述の信用性を否定して無罪とし
た第 1 審判決には事実誤認があるとした原判決に、刑訴法382条の解釈適用
の誤りはないとされた事例（覚せい剤取締法違反、関税法違反被告事件、最
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高裁平成26年 3 月10日第一小法廷決定 ・ 刑集68巻 3 号87頁、判例時報2224号
74頁、判例タイムズ1401号167頁）
≪各事案の概要と判旨≫
①　最高裁平成25年 4 月16日第三小法廷決定 ・ 刑集67巻 4 号549頁、判例時報
2192号140頁、判例タイムズ1390号158頁
〈事案の概要〉
本件は、メキシコから、氏名不詳者が、段ボール箱に覚せい剤約 6 キログラ
ムを隠匿して国際航空貨物として日本に持ち込み、メキシコ人の被告人が、本
件貨物の発送に先立って日本に入国し、国際貨物会社の保税蔵置場に被告人宛
てに到着した本件貨物を受け取ろうとしたが、税関検査で覚せい剤を発見され
たため、受け取ることができなかったという覚せい剤取締法違反（覚せい剤営
利目的輸入罪）、関税法違反（禁制品輸入未遂罪）の事案である。
被告人は、公判において、メキシコで、犯罪組織関係者から脅されて日本に
渡航して貨物を受け取るように指示され、航空券、現金2000米ドル等を提供さ
れて来日し、本件貨物を受け取ろうとしたが、覚せい剤輸入の故意及び共謀は
ないと主張した。ただし、第 1 審及び控訴審の被告人質問においては、メキシ
コにおいて、犯罪組織関係者に脅され、日本に行って貨物を受け取るように指
示された際、貨物の中身は覚せい剤であるかもしれないと思った旨認める供述
をした。
裁判員裁判で審理された第 1 審判決は、覚せい剤輸入の故意は認められる
が、共謀は認められないとして無罪としたが、原判決は、第 1 審判決が覚せい
剤輸入の故意が認められるとした点は結論において正当といえるが、覚せい剤
輸入についての暗黙の了解があったことを裏付ける客観的事情等を適切に考察
することなく、被告人と犯罪組織関係者との共謀を否定した点は、経験則に照
らし、明らかに不合理であり、事実誤認があるとして第 1 審判決を破棄して自
判し、被告人を懲役12年及び罰金600万円に処し、覚せい剤を没収した。これ
187
刑事判例研究
に対し、被告人が上告した。
〈判　旨〉
被告人が犯罪組織関係者の指示を受けて日本に入国し、覚せい剤が隠匿され
た輸入貨物を受け取ったという本件において、被告人は、輸入貨物に覚せい剤
が隠匿されている可能性を認識しながら、犯罪組織関係者から輸入貨物の受取
を依頼され、これを引き受け、覚せい剤輸入における重要な行為をして、これ
に加担することになったということができるのであるから、犯罪組織関係者と
共同して覚せい剤を輸入するという意思を暗黙のうちに通じ合っていたものと
推認されるのであって、特段の事情がない限り、覚せい剤輸入の故意だけでな
く共謀をも認定するのが相当である。原判決は、これと同旨を具体的に述べて
暗黙の了解を推認した上、本件においては、上記の趣旨での特段の事情が認め
られず、むしろ覚せい剤輸入について暗黙の了解があったことを裏付けるよう
な両者の信頼関係に係る事情がみられるにもかかわらず、第 1 審判決が共謀の
成立を否定したのは不合理であると判断したもので、その判断は正当として是
認できる。以上によれば、原判決は、第 1 審判決の事実認定が経験則に照らし
て不合理であることを具体的に示して事実誤認があると判断したものといえる
から、原判決に刑訴法382条の解釈適用の誤りはなく、原判決の認定に事実誤
認はない。
なお、原判決は、本件において、被告人は、本件貨物の受取に関し、犯罪組
織関係者の費用負担により日本に渡航し、連絡用のパソコン、航空券、2000米
ドルを受け取っていること、来日前後に犯罪組織関係者と連絡を取り合ってい
ること、応答要領を準備して貨物会社に連絡を入れるなどしていること、犯罪
組織関係者から本件貨物の内容物の形状について伝えられ、来日後に購入し 
たノートに記載したと見られること、犯罪組織関係者の了解の下で覚せい剤の
入っていた本件貨物を開封したと見られることなどの客観的事情は、被告人と
犯罪組織関係者との間に相当程度の信頼関係があったことを示し、覚せい剤輸
入についての暗黙の了解があったことを裏付けるものであると指摘している。
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②　最高裁平成25年10月21日第一小法廷決定 ・ 刑集67巻 7 号755頁、判例時報
2210号125頁、判例タイムズ1397号98頁
〈事案の概要〉
本件は、外国人の被告人が、アフリカのベナン共和国から、覚せい剤約2.5
キログラムを二重底に細工したスーツケースに隠匿して航空機で日本に持ち込
んで密輸入したという覚せい剤取締法違反（営利目的輸入）、関税法違反（禁
制品輸入未遂）の事案である。
本件の争点は、スーツケースの中に覚せい剤を含む違法薬物が収納されてい
ることを被告人が認識していたかどうか（知情性）であった。
裁判員が参加した第 1 審判決は、本件には密輸組織が関与しており、密輸組
織は、目的地到着後に運搬者から覚せい剤を回収するために必要な措置をあら
かじめ講じているはずであるが、そのような措置としては様々なものが考えら
れるから、被告人がスーツケースを自己の手荷物として持ち込んだという事実
から、通常その中身を知っていたと推認することはできないし、検察官が主張
するその他の間接事実を総合しても、被告人の知情性が常識に従って間違いな
くあったとはいえないとして、被告人に無罪を言い渡した。
原判決は、上告審決定に要約されているとおり、被告人において、少なくと
も、スーツケースの中に覚せい剤等の違法薬物が隠匿されているかもしれない
ことを認識していたと推認でき、その知情性を肯定できるとして、事実誤認を
理由に第 1 審判決を破棄し、被告人を懲役10年及び罰金500万円に処し、覚せ
い剤を没収した。
〈判　旨〉
原判決は、知情性を否定した第 1 審判決の結論について、次のとおり説示し
て、判決に影響を及ぼすことが明らかな事実誤認があるという。すなわち、覚
せい剤密輸組織によるこの種の犯罪において、運搬者が、覚せい剤密輸組織の
者からにしろ、一般人を装った者からにしろ、誰からも何らの委託を受けてい
ないとか、受託物の回収方法について何らの指示も依頼も受けていないという
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ことは、現実にはあり得ないというべきである（原判決によれば、「回収措置
に関する経験則」とされる）。この経験則と被告人が大量の覚せい剤が隠匿さ
れた本件スーツケースを携帯して来日したことなどからは、被告人は本件スー
ツケースを日本に運ぶよう指示又は依頼を受けて来日したと認定でき、渡航費
用等の経費は覚せい剤密輸組織が負担したと考えられることなども併せ考えれ
ば、被告人において、少なくとも、本件スーツケースの中に覚せい剤等の違法
薬物が隠匿されているかもしれないことを認識していたと推認できる。
1 、 2 審判決が前提とするとおり、本件覚せい剤の量や隠匿態様等に照ら
し、本件密輸には覚せい剤密輸組織が関与していると認められるところ、原判
決が説示するとおり、密輸組織が多額の費用を掛け、摘発される危険を冒して
まで密輸を敢行するのは、それによって多額の利益が得られるからに他なら
ず、同組織は、上記利益を実際に取得するべく、目的地到着後に運搬者から覚
せい剤を確実に回収することができるような措置を講じるなどして密輸を敢行
するものである。そして、同組織にとってみれば、引き受け手を見付けられる
限り、報酬の支払を条件にするなどしながら、運搬者に対して、荷物を引き渡
すべき相手や場所等を伝えたり、入国後に特定の連絡先に連絡するよう指示 
したりするなど、荷物の回収方法について必要な指示等をした上、覚せい剤が
入った荷物の運搬を委託するという方法が、回収の確実性が高く、かつ、準備
や回収の手間も少ないという点で採用しやすい密輸方法であることは明らかで
ある。これに対し、そのような荷物の運搬委託を伴わない密輸方法は、目的 
地に確実に到着する運搬者となる人物を見付け出した上、同人の知らない間に
覚せい剤をその手荷物の中に忍ばせたりする一方、目的地到着後に密かに、あ
るいは、同人の意思に反してでもそれを回収しなければならないなどという点
で、準備や実行の手間が多く、確実性も低い密輸方法といえる。そうすると、
密輸組織としては、荷物の中身が覚せい剤であることまで打ち明けるかどうか
はともかく、運搬者に対し、荷物の回収方法について必要な指示等をした上で
覚せい剤が入った荷物の運搬を委託するという密輸方法を採用するのが通常で
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あるといえ、荷物の運搬の委託自体をせず、運搬者の知らない間に覚せい剤を
その手荷物の中に忍ばせるなどして運搬させるとか、覚せい剤が入った荷物の
運搬の委託はするものの、その回収方法について何らの指示等もしないとい 
うのは、密輸組織において目的地到着後に運搬者から覚せい剤を確実に回収す
ることができるような特別な事情があるか、あるいは確実に回収することがで
きる措置を別途講じているといった事情がある場合に限られるといえる。した
がって、この種事案については、上記のような特段の事情がない限り、運搬者
は、密輸組織の関係者等から、回収方法について必要な指示等を受けた上、覚
せい剤が入った荷物の運搬の委託を受けていたものと認定するのが相当である。
これを本件についてみると、被告人の来日前の渡航先であるケニア共和国及
びベナン共和国については、これらの国が密輸組織の目指していた本件覚せい
剤の密輸の目的地であり、同国内で密輸組織が本件覚せい剤を確実に回収でき
るようになっていたなどの事情はうかがわれない。……日本における確実な回
収措置等の有無について見ても、被告人に同行者がいなかったことや、日本到
着時に宿泊先のホテルの予約がされておらず、被告人自身、日本において誰か
と会う約束もなく、日本における旅程も決めていなかったと述べていることな
どに照らすと、密輸組織がそのような被告人から本件覚せい剤の回収を図るこ
とは容易なことではなく、日本到着後に被告人から本件覚せい剤を確実に回収
することができるような特別の事情があるとか、確実に回収できるような措置
が別途講じられていたとはいえない。そうすると、本件では、上記の特段の事
情はなく、被告人は、密輸組織の関係者等から、回収方法について必要な指示
等を受けた上、本件スーツケースを日本に運搬することの委託を受けていたも
のと認定するのが相当である。
原判決が、この種事案に適用されるべき経験則等について「この種の犯罪に
おいて、運搬者が、誰からも何らの委託を受けていないとか、受託物の回収方
法について何らの指示も依頼も受けていないということは、現実にはあり得な
い」などと説示している点は、例外を認める余地がないという趣旨であるとす
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れば、経験則等の理解として適切なものとはいえないが、密輸組織が関与した
犯行であることや、被告人が本件スーツケースを携帯して来日したことなどか
ら、被告人は本件スーツケースを日本に運ぶよう指示又は依頼を受けて来日し
たと認定した原判断は、上記したところに照らし正当である。
原判決は、そのほか、被告人の来日目的は本件スーツケースを日本に持ち込
むことにあり、また、被告人の渡航費用等の経費は密輸組織において負担した
ものと考えられるとし、さらに、そのような費用を掛け、かつ、発覚の危険を
冒してまで秘密裏に日本に持ち込もうとする物で、本件スーツケースに隠匿し
得る物として想定されるのは、覚せい剤等の違法薬物であるから、被告人にお
いて、少なくとも、本件スーツケースの中には覚せい剤等の違法薬物が隠匿さ
れているかもしれないことを認識していたと推認できるとし、このような推認
を妨げる事情もないとしているが、この推認過程や認定内容は合理的で、誤り
は認められない。
以上によれば、原判決は、第 1 審判決の事実認定が経験則等に照らして不合
理であることを具体的に示して事実誤認があると判断したものといえ、刑訴法
382条の解釈適用の誤りはないし、事実誤認もない。
③　最高裁平成26年 3 月10日第一小法廷決定 ・ 刑集68巻 3 号87頁、判例時報
2224号74頁、判例タイムズ1401号167頁
〈事案の概要〉
本件は、日本在住のイラン ・ イスラム共和国籍の被告人が、共犯者らと共謀
の上、約 4 キログラムの覚せい剤をトルコ共和国から航空機で日本に密輸入し
たとして、覚せい剤密輸入等の罪の共謀共同正犯として起訴されたものであ
る。本件では、共犯者Ａが運搬役となった共犯者Ｄに指示を出して本件覚せい
剤をトルコから日本に持ち帰らせたことに争いはなく、Ａの上位者として被告
人も本件密輸入に関与していたかどうかが第 1 審段階から争われた。裁判員が
参加した第 1 審では、Ａらの証人尋問や被告人質問が行われ、Ａは、被告人か
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ら受けた指示をその都度Ｄに伝えて本件密輸入を実行させた旨の証言をした。
第 1 審判決は、Ａの供述の信用性について、①検察官が裏付けとした通話記
録に照らし首肯できる部分もそれなりにあるものの、通話記録を子細に見ると
Ａ供述と整合しない部分も少なからずあること、②Ｄら他の共犯者の供述等に
よれば、被告人以外にＡに指示を与えていた第三者の存在が強くうかがわれる
ことなどを指摘して、Ａ供述の信用性を否定し、被告人に無罪を言い渡した。
控訴審は、第 1 審判決について、①客観的な証拠である通話記録からは、被
告人の関係する通話を含めて、その通話内容の多くが本件密輸入に関する連絡
であることが強く推認されるにもかかわらず、その指摘する諸点のみを根拠に
通話記録がＡ供述の信用性を裏付けるものではないとした点や、②Ａに覚せい
剤の密輸入に関して指示を与えていた被告人以外の第三者の存在は、証拠上は
抽象的可能性に止まるというべきであるのに、その指摘する事情だけから、被
告人以外の第三者の存在が強くうかがわれるとした点は、いずれも経験則に照
らし明らかに不合理な判断であるとし、そのような判断を前提としてＡ供述の
信用性を否定し、被告人とＡらとの共謀を否定する結論を導いた点も、結局、
経験則に照らして明らかに不合理な判断であって是認できないとし、事実誤認
を理由に、第 1 審判決を破棄し、事件を第 1 審に差し戻した。
〈判　旨〉
第 1 審判決が、Ａ供述と通話記録との整合性に関して指摘した問題点は、①
被告人又はＤとの間の通話の時期や、電話をかけた主体に関するＡ供述の中に
不自然な部分がある、②被告人からイランに向けた通話を含めた関係者間の通
話を本件密輸入に関する連絡と見た場合に、あるべき時期に被告人からイラン
に向けた通話がなかったり、相互の通話間隔が短すぎたりする部分があるなど
というものである。しかし、その指摘する問題点を個別に見ても、その多くは
Ａ供述と通話記録との整合性を細部について必要以上に要求したというべき内
容であって、発信記録だけが記録され、受信記録は記録されていないなどとい
う通話記録の性質に十分配慮しながら検討を加えていたとすれば、いずれの点
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も、原判決が説示するとおり、Ａ供述を前提としても説明が可能か、少なくと
もＡ供述の信用性を直ちに否定するような問題点とはいえないことは明らかで
ある。むしろ、Ａ供述を前提としながら通話記録を見れば、被告人からイラン
に向けた通話を含めた関係者間の通話が、本件密輸入の計画段階及び実行段階
において、時間的に接着し、繰り返しなされるなどしていることが認められ、
その多くが本件密輸入に関する連絡であることが強くうかがわれるのであっ
て、通話記録は、Ａ供述とよく整合するものといえる。そうすると、第 1 審判
決は、客観的な証拠である通話記録の性質に十分配慮せず、その有する証拠価
値をも見誤り、それとＡ供述との整合性を細部について必要以上に要求するな
どした結果、Ａ供述全体との整合性という観点からの検討を十分に行わないま
ま、Ａ供述が通話記録とは整合しないと結論付けたもので、その判断は明らか
に不合理であり、経験則に照らし不合理な判断といわざるを得ない。
また、第 1 審判決が、Ａに覚せい剤密輸入に関して指示を与えていた被告人
以外の第三者の存在が強くうかがわれるとした根拠は、①本件密輸入には日本
の暴力団関係者が関わっていた可能性が相当程度考えられ、Ａも暴力団関係者
と無縁であったとは到底いえないこと、②Ｄが、Ａと本件密輸入に関する通話
をした際に、別の男の声も聞こえた旨供述しているところ、その前後の通話状
況に照らし、Ｄが聞いた男の声は、被告人の声ではなかったとみるべきである
こと、③Ｃも、Ａと本件密輸入に関する通話をした際に、Ａが誰か男と話して
いる感じがあった旨供述していること、④通話記録に照らすと、Ａが、その交
際相手の女性やトルコでＤの案内役を務めたとされる外国人を介して、被告人
以外の者から本件密輸入に関して指示を受けていた具体的可能性も否定できな
いことの 4 点である。しかし、いずれも、指摘する事情のみから直ちに本件密
輸入全般にわたってＡに指示を与えていた被告人以外の第三者の存在をうかが
わせる内容とはいい難い上、本件では、前記のとおり、被告人が指示者である
とするＡ供述が通話記録によってよく裏付けられているほか、被告人が、平成
20年 8 月以降、本件密輸入（引用者注：平成21年 7 月18日関西国際空港への覚
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せい剤の密輸入）のときを含めて 5 回にわたり、Ａが手配した運搬役が覚せい
剤を関空へと持ち帰ったとされる際に自らも関空に赴くなど、被告人の本件密
輸入への関与をうかがわせる事情もある。このような証拠関係の下で被告人以
外の第三者の存在が強くうかがわれるとした第 1 審判決は、前記のとおりＡ供
述と通話記録との整合性に関する判断を誤るとともに、被告人の関与をうかが
わせる上記事情をも適切に評価しなかった結果、抽象的な可能性のみをもって
Ａ供述の信用性を否定したものであって、その判断は明らかに不合理で、この
点も経験則に照らし不合理な判断といわざるを得ない。
そうすると、第 1 審判決が、最終的にＡ供述の信用性を否定し、被告人とＡ
らとの共謀を否定する結論を導いた点も、経験則に照らして不合理な判断とい
わざるを得ない。原判決は、これと同旨の説示をするとともに、Ａ供述は通話
記録とよく符合していて信用性が高く、また、Ａ供述以外から被告人の本件密
輸入への関与を基礎付ける事情も認められると指摘して、これらを総合評価す
れば、被告人とＡらとの共謀を優に認定することができると判示しているとこ
ろ、この判断も合理的なものであって、是認できる。
以上によれば、原判決は、第 1 審判決の事実認定が経験則に照らして不合理
であることを具体的に示して事実誤認があると判断したものといえ、刑訴法
382条の解釈適用の誤りはないし、事実誤認もない。
≪解　説≫
1 　刑訴法382条の事実誤認の意義及びその判示方法
⑴　最判平24. 2. 13刑集66巻 4 号482頁（判例時報2145号 9 頁、判例タイム
ズ1368号69頁。以下「平成24年判例」ともいう。）は、覚せい剤取締法違反、
関税法違反被告事件について、裁判員裁判による第 1 審無罪判決を事実誤認を
理由に破棄した控訴審判決に対する上告事件において、「刑訴法は控訴審の性
格を原則として事後審としており、控訴審は、第 1 審と同じ立場で事件そのも
のを審理するのではなく、当事者の訴訟活動を基礎として形成された第 1 審判
195
刑事判例研究
決を対象として、これに事後的に審査を加えるべきものである。第 1 審におい
て、直接主義 ・ 口頭主義の原則が採られ、争点に関する証人を直接調べ、その
際の証言態度等も踏まえて供述の信用性が判断され、それらを総合して事実認
定が行われることが予定されていることに鑑みると、控訴審における事実誤認
の審査は、第 1 審判決が行った証拠の信用性評価や証拠の総合判断が論理則、
経験則等に照らして不合理といえるかという観点から行うべきものであって、
刑訴法382条の事実誤認とは、第 1 審判決の事実認定が論理則、経験則等に照
らして不合理であることをいうものと解するのが相当である。したがって、控
訴審が第 1 審判決に事実誤認があるというためには、第 1 審判決の事実認定が
論理則、経験則等に照らして不合理であることを具体的に示すことが必要であ
るというべきである。このことは、裁判員制度の導入を契機として、第 1 審に
おいて直接主義 ・ 口頭主義が徹底された状況においては、より強く妥当する。
…以上に説示したとおり、原判決は、間接事実が被告人の違法薬物の認識を推
認するに足りず、被告人の弁解が排斥できないとして被告人を無罪とした第 1
審判決について、論理則、経験則等に照らして不合理な点があることを十分に
示したものとは評価することはできない。そうすると、第 1 審判決に事実誤認
があるとした原判断には刑訴法382条の解釈適用を誤った違法があり、この違
法が判決に影響を及ぼすことは明らかであって、原判決を破棄しなければ著し
く正義に反するものと認められる。」と判示している。
この判例の解説については、拙稿「刑事事実認定に関する最近の最高裁判例
について」山梨学院ロー ・ ジャーナル 8 号54頁以下を参照。
⑵　刑訴法382条の事実誤認の本質に関しては、これまで多くの見解が示さ
れており、大きくは、論理則、経験則違反説（以下「経験則違反説」という。）
と心証優先説の対立があると理解されている。経験則違反説は、事実誤認と
は、原判決（第 1 審判決）の事実認定に論理則、経験則違反があることをいう
とする考え方であり、論理則、経験則違反があることを指摘できない以上、刑
訴法は原判決の事実認定を優先させたと解するのである。心証優先説は、原判
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決に示された心証ないし認定と控訴審裁判官のそれとが一致しないことを事実
誤認というとする考え方であり、刑訴法は控訴審裁判官の心証を原審裁判官の
それに優先させたと解するのである。前者は非心証比較説、後者は心証比較説
ともいわれる。
本判決は、「控訴審における事実誤認の審査は、第 1 審判決が行った証拠の
信用性評価や証拠の総合判断が論理則、経験則等に照らして不合理といえるか
という観点から行うべきものであって、刑訴法382条の事実誤認とは、第 1 審
判決の事実認定が論理則、経験則等に照らして不合理であることをいうものと
解するのが相当である。」と判示し、経験則違反説を基本的に採用している。
ところで、刑訴法318条は、「証拠の証明力は、裁判官の自由な判断に委ね
る。」と規定し、事実認定は自由心証主義が原則とされる。もとより、裁判官
の恣意的な判断を許すものではなく、その判断は、論理則や経験則に照らして
合理的なものでなければならない。それでは、この論理則や経験則は何を意味
するのであろうか。
三井　誠ほか編「刑事法辞典」173頁は、「経験則とは、日常生活における法
則など、個別の経験から帰納的に得られた事物の性状や因果関係に関する知識
や法則。実験則ともいう。経験則は、裁判の基礎となる事実の認定や、そのた
めに用いられる証拠の価値を判断する場合に、重要な機能を果たすのである。
経験則には日常生活の常識的なものから医学や自然科学上の法則のように極め
て専門的なものまであるが、高度の専門的知識に属し、通常裁判官が知らない
ものについては、鑑定などによってそれを確かめる必要がある。」とする。
平成24年判例は、一般論としてはもとより、本件において適用すべき「経験
則」や「論理則」とは何であるかということを示していない。この点について
は、上掲判例時報2145号のコメント（10頁以下）は、本判決は、控訴審が第 1
審判決に事実誤認があるとする場合にはその根拠を具体的に示すことも求めて
おり、今後、事案に即した議論の集積によって論理則 ・ 経験則等の概念が明ら
かになっていくものと思われると指摘していた。
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裁判例①ないし③は、平成24年判例を前提として、経験則違反の例が示され
たものである。
⑶　経験則違反説を採用しても、控訴審が記録を検討することなく、第 1 審
判決の判文自体から直接、論理則、経験則違反を発見することは困難であろう
から、実際の事後審査においては、最判平21. 4. 14刑集63巻 4 号331頁におけ
る近藤裁判官の補足意見が指摘するように、「上告裁判所は、事後審査によっ
て、「判決に影響を及ぼすべき重大な事実の誤認がある」（刑訴法411条 3 号）
かどうかを判断するのであるが、言うまでもなく、そのことは、公訴事実の真
偽不明である場合には原判決の事実認定を維持すべきであるということを意味
するものではない。上告裁判所は、原判決の事実認定の当否を検討すべきであ
ると考える場合には、記録を検討して自らの事実認定を脳裡に描きながら、原
判決の事実認定が論理則、経験則等に照らして不合理といえるかどうかを検討
するという思考操作をせざるを得ない。その結果、原判決の事実認定に合理的
な疑いが残ると判断するのであれば、原判決には「事実の誤認」があることに
なり、それが「判決に影響を及ぼすべき重大な」ものであって、「原判決を破
棄しなければ著しく正義に反すると認めるとき」は、原判決を破棄することが
できるのである。」ということにならざるを得ないであろう。
この点について、原田國男「事実誤認の意義」刑事法ジャーナル33号37頁以
下（平成24年判例の評釈）は、次のように指摘しており、その記述はまことに
有益であり、筆者の控訴審での経験にも照らし、基本的に十分納得いくもので
ある。
「ここで注意しておくべきことは、論理則、経験則違反説でも心証の形成を
前提としていることである。心証を形成しないで有罪 ・ 無罪の判断はできな
い。論理則、経験則違反だけでは、有罪 ・ 無罪の結論を得ることができない。
心証比較説は、その心証と第 1 審判決との結論とが違えば、それで事実誤認 
とするのであるが、これに対して論理則、経験則違反説では、その心証に照 
らし、第 1 審判決に論理則、経験則違反を指摘できなければ、事実誤認とはで
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きないから、心証に反した第 1 審の事実認定を優先させることになる。」（39
頁）。そして、今後の控訴審実務については、「心証を形成しないで、有罪 ・ 無
罪の結論に至ることはできない。そうすると、記録により、有罪 ・ 無罪の心証
を採り、その上で、その心証に照らして、第 1 審判決に論理則、経験則違反が
指摘できるかを検討し、それができれば、心証に応じて第 1 審判決を破棄する
ことになり、それが指摘できなければ本判例が適用され、心証に反した結論で
も第 1 審判決を維持せざるをえない。しかし、その場合でも、心証上の疑問を
明らかにするために、事実の取調べを行い、その疑問が解消されれば、第 1 審
判決を維持し、解消されない場合には、新たに行った事実取調べの結果を総合
して、控訴審として新たに心証を形成し、それに応じて、第 1 審判決を破棄し
たり、維持したりすることになろう。」（43頁）としている。
⑷　上記三つの判例は、平成24年判例を前提に、第 1 審判決に事実誤認があ
るとした控訴審判決に、刑訴法382条の解釈適用の誤りはないとされたもので
ある。
裁判例①及び②は、密輸入の故意等を認定できるときに事前共謀をも推認 
できるかとか（裁判例①）、密輸組織が関与しているという事実から運搬荷物
の委託等があったと推認できるかといった（裁判例②）、ある程度一般化し得
る形での経験則等の適用の当否が問題とされた事案についての判断である。現
に裁判例①及び②については、経験則の例が示されたものといえる。これに対
し、裁判例③は、共犯者供述の信用性といった証拠の信用性評価が正面から問
題とされた事案についての判断である点が特徴的である。この判例とほぼ同じ
時期に、第一小法廷は、保護責任者遺棄致死被告事件に関し、被害者の衰弱状
態等を述べた医師らの証言が信用できることを前提に被告人両名を有罪とした
裁判員裁判による第 1 審判決を破棄した控訴審判決について、刑訴法382条の
解釈適用を誤った違法があるとして破棄、差し戻している（最高裁平成平26年
3 月20日第一小法廷判決 ・ 刑集68巻 3 号499頁）が、この判例も同様に、証拠
の信用性評価が問題とされた事例である。
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証拠の信用性評価に関する第 1 審の判断についても、それが論理則、経験則
等に照らして不合理といえるかどうかという観点から控訴審が審査すべきこと
は、平成24年判例の中で、「控訴審は、第 1 審と同じ立場で事件そのものを審
査するのではなく、当事者の訴訟活動を基礎として形成された第 1 審判決を対
象として、これに事後的な審査を加えるべきものである。第 1 審において、直
接主義 ・ 口頭主義の原則が採られ、争点に関する証人を直接調べ、その際の証
言態度等も踏まえて供述の信用性が判断され、それらを総合して事実認定が行
われることが予定されていることに鑑みると、控訴審における事実誤認の審査
は、第 1 審判決が行った証拠の信用性評価や証拠の総合判断が論理則、経験則
等に照らして不合理といえるかという観点から行うべきものである」と説示し
ていたところからも明らかである。
⑸　平成24年判例以降は、実務において、どのような第 1 審の事実認定が経
験則に違反し、どのような控訴審判決が経験則違反を具体的に示したこととさ
れるのかが議論の中心となってきた。定式化された論理則、経験則違反を具体
的に提示すべきであるかという点である。
ア　裁判例①の寺田裁判官の補足意見（判例時報2192号146頁）は、この点に
つき、「原審により上記二のとおり指摘された第 1 審判決の不合理は、被告
人が共謀相手とされる者から依頼を受け、覚せい剤を輸入しようとすると知
りながら受取役を担ってわざわざ渡来したという事実を大前提として念頭に
置きつつ、関連諸事実を一連のものとして関連づけて捉えるべきとすること
によっても示すことができそうにも思える。原審による説明を見ると、上記
二⑴の事実認定上の定式のようなものが示されていることに強く印象づけら
れるが、このような定式化されたところを欠くと判示引用の最高裁平成24年
2 月13日第一小法廷判決のいう「論理則、経験則等に照らして不合理である
ことを具体的に示」したことにならないと解することは、厳格にすぎ、相当
ではあるまい。一般化できるものは一般化した形で説明された方がわかりや
すいとはいえるであろうが、常にそれが可能とは限らない。例えば、本件と
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は逆に、第 1 審判決が関係諸事実を総合的に評価して共謀を認めている場合
に、その認定が誤っているとするには、控訴審としては、合理的な疑いがあ
ることを明らかにすることで足るはずであって、これを覆すための経験則を
定式化して示すことを強いるまでのことはあるまい。このような場合に限ら
ず、結局、控訴審としては、事実誤認を説明するに当たって、事案に応じ、
第 1 審判決の判断の誤りが看過できないレベルにあるとする具体的な理由を
客観的な立場にある人にも納得のいく程度に示すことで足ると解するのが相
当でないかと考えるのである。」と指摘している。
裁判例①及び②は、経験則の例が示されているが（特に、②においては、
控訴審が示した「回収措置に関する経験則」を基本的には是認している）、
裁判例③及び最判平26. 3. 20刑集68巻 3 号499頁においては、具体的な経験
則等は示されておらず、上記寺田補足意見と同趣旨のものといえよう。
刑事裁判実務に長年携わってきた筆者の経験からしても、基本的には、こ
の寺田補足意見が相当であると思われる。
イ　平成24年判例を紹介した判例時報2145号10頁以下のコメントは、「本判決
は、原判決が、第 1 審判決に論理則、経験則等に照らして不合理な点がある
ことを具体的に示しているかどうかについて検討しているが、判決書の記載
としての具体性のみならず、論理則、経験則等違反の具体的指摘として十分
なものかという点も検討されている。この点に関する本判決の判示は控訴審
が行うべき第 1 審判決の合理性審査の 1 つの手法を示しているものといえる
ように思われる。なお、第 1 審の事実認定に不合理な点があるかどうかとい
う点の審査は、第 1 審が明示的に判断している点だけを対象とすれば足りる
ものではなく、第 1 審が行った審理、認定過程、判決文の記載などの諸事情
により、問題とされる点やその判断手法は異なることが予想され、例えば、
証明力の高い重要証拠の見落とし等を端的に指摘して不合理性を示すことの
できる事案もあるように思われる。」と指摘している。
ウ　廣瀬健二「刑事裁判例批評（254）」刑事法ジャーナル39号145頁（裁判例
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①に対する評釈）は、「もっとも、「第一審判決の事実認定が論理則、経験則
等に照らして不合理であることを具体的に示す」という趣旨が一定の経験則
を定立し、これを示すことまで要求するものだとすれば、第 1 審判決の事実
認定の推論過程が必ずしも明らかでない場合や、多数の間接事実からの推認
による場合等も考えると、やや過大な要求と思われる。…この点について、
事実認定の実際に即して考えると、経験則 ・ 論理法則は、物理 ・ 化学の法則
はともかく、それぞれの推認できる程度にも強弱様々なものがあり得るし、
例外を伴う場合がほとんどであるから、「不合理であることを具体的に示す」
という意味は、寺田（補足）意見のように理解すべきであろう。」としてい
る。
植村立郎「最近の薬物事犯を中心とした最高裁判例に見る刑事控訴事件に
おける事実誤認について」刑事法ジャーナル40号54頁も、「寺田（補足）意
見の指摘は、基本的に支持されるべきものであろう。もっとも、この説明の
具体性の程度を大幅に弛緩させると、心証の比較を単に論理則、経験則等違
反と言い換えただけにすぎない事態をも容認する結果となりかねないから、
具体性の下限はあることになろう。」、同54頁「（経験則、論理則の）具体的
提示は、一律なものではなく、事案に応じた変動の余地を許容するものと 
解される。近接所持の法理などといった形で、定式化、名称化が工夫でき 
る事案ではそういった試みも併用されると、具体性、分かりやすさの程度も
高まることになる。対象事例は、いずれも覚せい剤の密輸入関連事件である
が、名称化された経験則が提示し易い犯罪類型といえ、名称化された経験則
が提示された平成25年10月最決の事案も、そういった一例ということができ
よう。しかし、常にそういったことが可能であるとは限らない。例えば、総
合認定が間違っているが、 1 審判決が根拠となる論理則、経験則等を明示し
ていないと、どこに間違いがあったかを具体的に提示しにくい場合があり得
る。そういった場合には、論理則、経験則等違反があるといった形での抽象
的な表現でも、やむを得ないときがあるのではないかと考えているが、この
202
山梨学院ロー・ジャーナル
点も、今後の実務の中で解決されていくことであろう。」と指摘している。
2 　裁判例①（平成25年 4 月16日決定）について
⑴　本件では、覚せい剤密輸入につき共謀の有無が争われた。第 1 審判決
は、被告人に、覚せい剤輸入の故意を認定しながら、覚せい剤輸入についての
暗黙の了解があったことを裏付ける客観的事情等を適切に考察することなく、
共謀の成立を否定した点が、経験則に照らし明らかに不合理であるとされたも
のである。
上告審は、被告人が犯罪組織関係者の指示を受けて日本に入国し、覚せい剤
が隠匿された輸入貨物を受け取ったという本件において、被告人は、輸入貨物
に覚せい剤が隠匿されている可能性を認識しながら、犯罪組織関係者から輸入
貨物の受取を依頼され、これを引き受け、覚せい剤輸入における重要な行為を
して、これに加担することになったということができるのであるから、犯罪組
織関係者と共同して覚せい剤を輸入するという意思を暗黙のうちに通じ合って
いたものと推認されるのであって、特段の事情がない限り、覚せい剤輸入の故
意だけでなく共謀も認定するのが相当である。本件においては、上記の趣旨 
での特段の事情が認められず、むしろ覚せい剤輸入について暗黙の了解があっ
たことを裏付けるような両者の信頼関係に係る事情が認められるにもかかわら
ず、第 1 審判決が共謀の成立を否定したのは不合理であるとした。
⑵　本決定は、共謀の認定に関し、覚せい剤が隠匿されている可能性を認識
しながら貨物受取の依頼と引受けがされたという事実関係の下では特段の事情
がない限り共謀が認められるという経験則の一事例を示したものといえる。
被告人の故意も共謀も主観的な認識に関する事実であるが、覚せい剤輸入事
犯においてこれが争われる事案では、その認定は、犯罪組織と被告人との関
係、被告人への依頼の状況、依頼の内容、被告人の引受け状況、被告人の関与
態様等の客観的事実からの推認という方法によらざるを得ず、その推認は、論
理則、経験則を用いての合理的な推認によって行われることになる（大谷裁判
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官の補足意見）。
実際には、共謀の認定に関しては、石井一正＝片岡博「共謀共同正犯」（小
林充 ・ 香城敏麿編「刑事事実認定（上）」341頁）が指摘するように、①被告人
と実行行為者との関係、②被告人の犯行の動機、③被告人と実行行為者間の意
思疎通行為、④被告人が行った具体的加担行為ないし役割、⑤利得の分配など
の犯行の周辺に認められる徴表的行為などを判断資料とし、さらに犯罪の性
質、内容なども考慮して判断すべきことになろう。
本件においても、間接事実（情況証拠）の総合による事実認定の形式を採っ
ている。
情況証拠による事実認定の基本的構造は、①間接証拠から間接事実を認定
し、②認定された間接事実から要証事実を推認するというものである。①の過
程は、主として証拠の信用性評価の問題であり、直接証拠による要証事実の認
定と共通する面が多いのに対し、②の過程は、経験則 ・ 論理則に基づく推論を
経るという点で、情況証拠による認定に固有のものである。経験則による推認
が成り立つためには、①当該経験則が経験則と呼ぶにふさわしい、経験上合理
的な内容のものであること（前提事実から結論を導くことが推論として合理的
であること）、②当該経験則を事案にあてはめることが相当であること、③推
認を妨げるような特段の事情が認められないことが必要である。
経験則を用いた推認は、「特段の事情」がある場合には成り立たず、推認が
妨げられることとなる。この点につき、裁判例①の田原裁判官の補足意見は、
「上記に述べたところ（筆者注：本件における共謀を認定するに至る推認過程）
は、一定の事実に基づいてそれから合理的に推認される事実を認定し、更にそ
の推認された事実及び他の認定できる諸事実関係と相俟って合理的に推認され
る事実を認定するとの論理法則の適用を例をもって示したものであって、その
推認過程は経験則の当嵌めそのものである。かかる経験則の適用を否定するに
は、その推認過程のうちの何れかの点において、推認することが相当でない特
段の事由（推認障害事由）の存在が認定される必要があるというべきである」
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と指摘している。本件においては、第 1 審判決がこのような特段の事情に何ら
言及していないにもかかわらず共謀の成立を否定した点が、経験則に照らして
不合理であるとされたのである（岡本　章 ・ 最新 ・ 判例解説（第16回）捜査研
究749号10頁参照）。
⑶　共謀の認定については、最決昭57. 7. 16刑集36巻 6 号695頁（大麻密輸
事件）、最決平15. 5. 1 刑集57巻 5 号507頁（スワット事件）、最決平19. 11. 14
刑集61巻 8 号757頁（産廃法違反事件）等の事例判断が重ねられてきている。
共同正犯と狭義の共犯（特に、幇助犯）の区別基準について、現在の多数説
は、 2 つの異なる要件がともに満たされなければならないとしている（以下に
つき、島田聡一郎外編 ・ 事例から刑法を考える［第 2 版］35頁参照）。
①意思の連絡とよばれる、関与者間の結びつき、②関与の積極性あるいは重
要性とでもいうべき、行為者本人の行為（あるいは態度）に関わる要件であ
る。この 2 つの要件は、意思連絡が非常に緊密な場合には、同時に、関与の積
極性も満たされることが多いという意味で、一定の関連はあるけれども、分け
て考えるべきとされる。②については、行為者の寄与が犯罪事実の実現にとっ
て客観的に重要な意味を持っていたかを問題とする学説（重要な役割説）と、
そうした事実を踏まえながらも、行為者の主観的態度を重視し、それが積極的
なもので、「自己の犯罪」といえるか（正犯意思）を問題とする学説（主観説）
がある。下級審裁判例には、一般に、主観説が採用されているといわれるが、
客観的な寄与、役割は、行為者の態度の積極性を判断するに当たって重要なの
で、それが軽視されるべきではない（実際もされていない）。
これを共謀共同正犯について見ると、共同正犯における「一部行為の全部責
任」の原則を認めるためには、①ある犯罪を実行するについて、行為者同士が
相互的にそれぞれの行為を利用し合い、補充し合って目的を遂げようとする意
思（共同実行の意思）②「自己の犯罪」として実行する意思（正犯意思）、③
重要な役割が必要である、というのが通説的な理解であると思われる。
ア　練馬事件大法廷判決（最大判昭33. 5. 28刑集12巻 8 号1718頁）は、「共謀
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共同正犯が成立するためには、 2 人以上の者が、特定の犯罪を行うため、共
同意思の下に一体となって互いに他人の行為を利用し、各自の意思を実行に
移すことを内容とする謀議をなし、よって犯罪を実行した事実が認められな
ければならない。」と判示している。このような言い回しは、一見すると、
「皆で集まって話し合う」場合にしか共謀共同正犯が成立しないようにも聞
こえるが、この事案では、犯罪の謀議にのみ参加し、実行行為の現場に赴か
なかった者の共同正犯性を判示したものであり、常に謀議が必要としている
ものではない。このことは、その後の判例を見れば明らかである。
イ　最決昭57. 7. 16刑集36巻 6 号695頁は、要旨「大麻の密輸入を計画した甲
からその実行担当者になって欲しい旨頼まれた乙（被告人）が、大麻を入手
したい欲求にかられ、執行猶予中の身であることを理由にこれを断ったもの
の、知人の丙に対し事情を明かして協力を求め、同人を自己の身代わりとし
て甲に引き合わせるとともに、密輸入した大麻の一部をもらい受ける約束の
もとにその資金の一部を甲に提供したときは、乙は、これらの行為を通じ甲
及び丙らと大麻密輸入の謀議を遂げたものと認めるべきである。」と判示し
ている。
この判例につき、前田雅英「故意と共謀の認定」警察学論集66巻 8 号148
頁は、「共謀は、それにより相手にどの程度強い心理的因果性を与えたか
（意思の疎通の程度）という点に加えて、共謀者と実行者の関係（共謀にお
ける「主従関係」）、犯行動機、正犯者意思の明確度と強度、犯罪結果（利
益）の帰属関係、実行行為以外の関与の内容などを考慮して認定される。実
行行為後の事情も参考にされる。
例えば、最決昭57. 7. 16刑集36巻 6 号695頁は、一方的な主従関係や支配
関係はないのに、大麻密輸行為に全く関与していない乙が共同正犯とされた
のは、資金提供を行ったというに止まらず、乙自身が大麻を入手したいと考
えていたこと、大麻の一部をもらい受ける約束のもとに大金を提供し犯行の
遂行に積極的であったことが挙げられる。大麻密輸入の計画をもちかけてき
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た甲に実行役を捜して引き合わせているという事情もある。最高裁は、この
ような事情を総合して、「大麻密輸入の謀議を遂げた」として共同共犯性を
認めたのである」旨（155頁）と指摘している。
ウ　スワット事件において、最決平15. 5. 1 刑集57巻 5 号507頁は、要旨「暴
力団組長である被告人が、自己のボディガードらのけん銃の所持につき、直
接指示を下さなくても、これを確定的に認識しながら認容し、ボディガード
らと行動を共にしていたことなど判示の事情の下においては、被告人は前記
所持の共謀共同正犯の罪責を負う。」と判示している。
すなわち、スワット事件において、平成15年決定は、「暴力団組長である
被告人が、スワットと称されるボディガードの組員が警護のためにけん銃を
所持していた行為につき、被告人が直接指示は下していなかったものの、ボ
ディガードら所持を概括的とはいえ確定的に認識し、また彼らに対してけん
銃を持たないように指示命令することもできる立場にいながら警護を当然の
ものとして受け入れ、これを認容し、ボディガードらもそのことを認識し 
ていた、という事案で、ボディガードらが被告人の警護のためにけん銃等を
所持しながら終始被告人の近辺にいて被告人と行動を共にしており、被告人
の彼らを指揮命令する権限と彼らによって警護を受ける立場を考え合わせれ
ば、「正に被告人がスワットらに本件けん銃等を所持させたと評し得る」と
して、被告人にけん銃所持の共謀共同正犯を認めたものである。この決定に
よって、事実関係によってはいわゆる「謀議行為」がなくとも、共謀共同正
犯を認め得る場合があることが明らかにされ、練馬事件判決の射程が画され
たといえよう。換言すれば、同決定は、共謀が黙示のものでも足りる場合が
あることを明言した点で、重要な意義がある（事例から刑法を考える［第 2
版］37頁）。
エ　さらに、共謀者が、実行担当者が犯行に出る兆候を十分に認識していた
（未必の故意の理解によっては、さらに認容も必要とされる）場合には、そ
の認識が確定的とまではいえなくとも、共謀共同正犯の成立を否定する根拠
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はない（事例から刑法を考える［第 2 版］37頁）。
産廃法違反事件決定（最決平19. 11. 14刑集61巻 8 号757頁）は、委託者
が、実行者が廃棄物を不法投棄することを確定的に認識していたわけではな
いものの、同人が不法投棄に及ぶ可能性を強く認識しながら、それでもやむ
を得ないと考えて、実行者にその処理を委託した場合に、未必の故意に基づ
く廃棄物不法投棄の共謀共同正犯を認めている。
すなわち、平成19年決定は、「被告人 5 名は、甲や実際に処理に当たる者
らが、硫酸ピッチ入りのドラム缶を不法投棄することを確定的に認識してい
たわけではないものの、不法投棄に及ぶ可能性を強く認識しながら、それで
もやむを得ないと考えて甲に処理を委託したというのであるから、被告人 5
名は、その後甲を介して共犯者により行われた同ドラム缶の不法投棄につい
て、未必の故意による共謀共同正犯の責任を負うというべきである。」旨判
示している。産業法違反事件では、未必の故意に基づく産業廃棄物不法投棄
の共謀共同正犯が認められているのである。
以上要するに、判例理論は、黙示的な意思の連絡（意思を暗黙のうちに通じ
合う）や、確定的認識を必要としない未必的故意に基づく共謀共同正犯の成立
を認めているのである。
本件において、被告人は、覚せい剤が隠匿されている可能性を認識していた
のであるから、産業廃棄物法違反事件と同じように、未必的故意に基づく共謀
が認められた事例であるということができる。判旨は、正当と思われる。
⑷　本決定も、共謀の認定に関し事案に即した判断をしたものであり、共謀
概念の解釈について何らかの新規の判断をしたものではないであろう（判例時
報2192号142頁のコメント参照）。
本決定は、裁判員裁判による無罪判決を事実誤認を理由に破棄した控訴審判
決を維持した最高裁の初めての判断であり、前記平成24年判例の具体的な当て
はめ例を示したもので、控訴審の審査の在り方に関する経験則違反説を示す事
例として参考価値が高いものと思われる。
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本判例の評釈として、前田雅英「故意と共謀の認定」警察学論集66巻 8 号
148頁、廣瀬健二 ・ 刑事裁判例批評（254）刑事法ジャーナル39号140頁、岡 
本　章 ・ 最新 ・ 判例解説（第16回）捜査研究749号10頁、豊崎七絵 ・ 法学セミ
ナー703号148頁がある。
3 　裁判例②（平成25年10月21日決定）について
⑴　本件は、外国人である被告人が、アフリカのべナン共和国から、覚せい
剤約2.5キログラムを二重底に細工したスーツケースに隠匿して航空機で日本
に持ち込んで密輸入したという覚せい剤取締法違反等の事案であるが、本件の
争点は、本件スーツケースの中に覚せい剤を含む違法薬物が収納されているこ
とを被告人が認識していたかどうか（「知情性」）にある。
上告審は、まず、第 1 、 2 審判決と同様に、本件覚せい剤の量や隠匿態様等
から、本件密輸入には密輸組織が関与していると認められるとした上、本件の
ような密輸組織が関与する覚せい剤の密輸入事件では、密輸組織において目的
地到着後に運搬者から覚せい剤を確実に回収することができるような特別の事
情や、確実に回収することができる措置を別途講じているといった事情がない
限り、運搬者は、密輸組織の関係者等から、荷物の中身が覚せい剤であること
まで打ち明けられるかどうかはともかく、回収方法について必要な指示等を 
受けていたものと認定するのが相当であるとし、この経験則を利用すれば、そ
のような例外的な事情（特段の事情）が見当たらない本件では、原判決のとお
り、被告人は密輸組織の関係者等からスーツケースを日本に運ぶよう指示又は
依頼を受けて来日したと認定できるとした。
本決定は、控訴審判決が示した「回収措置に関する経験則」につき、「例外
を認める余地がないという趣旨であるとすれば、経験則等の理解としては適切
なものとはいえない」との留保を付けながらも、基本的には上記経験則を肯定
したのである。
原判決指摘のとおり、被告人の来日目的は本件スーツケースを日本に持ち込
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むことにあること、被告人の渡航費用等の経費は密輸組織において負担したも
のと考えられること、そのような費用を掛け、かつ、発覚の危険を冒してまで
秘密裏に日本に持ち込もうとする物で、本件スーツケースに隠匿し得る物とし
て想定されるのは覚せい剤等の違法薬物であることを併せ考えると、被告人
が、少なくとも、本件スーツケースの中に覚せい剤等の違法薬物が隠匿されて
いるかもしれないことを認識していたと推認することができるであろう。
もとより判旨は、正当というべきである。
本決定により、控訴審が第一審判決に事実誤認があるというために具体的に
示すことが必要とされている「事実認定が論理則、経験則等に照らして不合理
であること」の具体的内容は、更に具体化されたものといえよう。
⑵　判例時報2210号127頁のコメントは、次のように指摘している。
本決定のいう「密輸組織において目的地到着後に運搬者から覚せい剤を確実
に回収することができるような特別な事情」や「確実に回収することができる
措置を別途講じているといった事情」がある場合とは、具体的にどのような場
合を指しているのかは必ずしも明らかでないが、前段の理由付けに照らすと、
荷物の運搬委託がなかったとしても密輸組織において薬物を運搬者から確実に
回収できたといえるような特別の事情がもともとあるような場合や、運搬委託
とは別の回収のための措置 ・ 手当てが密輸組織によって別途講じられているよ
うな場合などを広く含ませる趣旨と解してよいように思われる。
なお、本決定が判示するような推認を働かせることに対しては、被告人の預
かり知らない可能性がある密輸組織の行動等につき、被告人側に主張 ・ 立証責
任を負わせることとなり不当であるなどという批判もあり得ようが、推認を覆
す事情が示されない限り、ある事実から合理的に推認できる別の事実を認定す
るという事実認定として当然の手法を採用したものであって、批判は当たらな
いであろう。もとより、「特段の事情」の有無について慎重に審理、判断すべ
きことはいうまでもない。従前、知情性の認定に当っては、薬物の隠匿態様や
税関検査時における被告人の言動などが情況証拠として重視されてきたが、こ
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の点も変るところはないと思われる。
本決定の評釈として、前田雅英 ・ 最新刑事判例研究（第 1 回）捜査研究757
号 2 頁、吉浪正洋「判例紹介」研修788号98頁がある。
4 　裁判例③（平成26年 3 月10日決定）について
⑴　本件の事案は、日本在住のイラン ・ イスラム共和国籍の被告人が、共犯
者らと共謀の上、約 4 キログラムの覚せい剤をトルコ共和国から航空機で日本
に密輸したとして、覚せい剤密輸入等の罪の共謀共同正犯として起訴されたも
のである。本件では、共犯者Ａが運搬役となった共犯者Ｄに指示を出して本件
覚せい剤をトルコから日本に持ち帰らせたことに争いはなく、Ａの上位者被告
人も本件密輸入に関与していたかどうかが争われた。裁判員が参加した第 1 審
では、Ａらの証人尋問や被告人質問が行われ、Ａは、被告人から受けた指示を
その都度Ｄに伝えて本件密輸入を実行させた旨の証言をし、この証言の信用性
評価が争点である。Ａ供述の信用性について、①検察官が裏付けとした通話記
録（Ａや被告人を含む関係者間で行われた通話等の履歴）との整合性、②被告
人以外の指示者の存在の可能性が問題となった。
上告審は、①及び②につき、Ａ供述の信用性評価を詳細にわたり説明した
上、事実誤認を理由に第 1 審判決を破棄し事件を第 1 審に差し戻した控訴審判
決を是認した。
⑵　本決定は、平成24年判例が示された後、裁判員裁判による第 1 審の無罪
判決を事実誤認を理由に控訴審が破棄したのを上告審が是認した裁判例①（平
成25年 4 月16日決定）及び②（平成25年10月21日決定）に次ぐ、 3 例目の無罪
判決破棄是認事例である。これまでの 2 件が、ある程度一般化し得る形での経
験則等の適用の当否が問題とされた事案についての判断であったのに対し、本
決定は、共犯者供述の信用性といった証拠の信用性評価が正面から問題とされ
た事案についての判断である点が特徴的である。
証拠の信用性評価に関する第 1 審の判断についても、それが論理則、経験則
211
刑事判例研究
等に照らして不合理といえるかどうかという観点から控訴審が審査すべきこと
は、既に平成24年判例の中で「控訴審は、第 1 審と同じ立場で事件そのものを
審理するのではなく、当事者の訴訟活動を基礎として形成された第 1 審判決を
対象とし、これに事後的な審査を加えるべきものである。第 1 審において、直
接主義 ・ 口頭主義の原則が採られ、争点に関する証人を直接調べ、その際の証
言態度等も踏まえて供述の信用性が判断され、それらを総合して事実認定が行
われることが予定されていることに鑑みると、控訴審における事実誤認の審査
は、第 1 審判決が行った証拠の信用性評価や証拠の総合判断が論理則、経験則
等に照らして不合理といえるかという観点から行うべきものである」と指摘さ
れていたところである。
⑶　証拠の信用性評価が「論理則、経験則等に照らし不合理」といえる場合
とは具体的にどのような場合を指すかは明らかでないが、実務家の論稿等にお
いては、平成24年判例が出される以前から、供述の信用性判断は基本的には第
1 審の判断を尊重すべきものであって、第 1 審判決における公判供述の信用性
の判断に論理則、経験則違反等があるといえる場合とは、客観的証拠や重要な
事実関係の見落とし ・ 矛盾（齟齬）がある場合や、それと同程度にその判断内
容が明らかに不合理である場合などに限られるなどといった見方が示されてい
た（田中康郎ほか「裁判員裁判における第 1 審の判決書及び控訴審の在り方」
（司法研究報告書61輯 2 号）107頁、東京高等裁判所刑事部総括裁判官研究会
「控訴審における裁判員裁判の審査の在り方」判例タイムズ1296号 8 頁、東京
高等裁判所刑事部陪席裁判官研究会〔つばさ会〕「裁判員制度の下における控
訴審の在り方について」判例タイムズ1288号 8 頁）。
本件の第 1 審判決はＡ証言の信用性判断に当たって客観証拠である通話記録
との整合性等を詳細に検討しており、上記論稿にあるような客観証拠の見落と
しや矛盾といった問題点があったわけではないが、受信が記録されていないな
どといった通話記録の性質に十分配慮しないまま、その証拠価値を過大視して
それとＡ供述との整合性を細部について必要以上に要求するなどしたという控
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訴審判決及び本決定が指摘する点が、経験則違反というべき明らかに不合理な
判断と解されたといえよう（判例時報2224号75頁のコメント）。
本決定は、平成24年判例の要請を満たす控訴審判決として一事例を追加した
もので、控訴審の審理の在り方に関しても参考になるところが多いほか、共犯
者供述の信用性の判断の在り方に関しても参考となる判示を含んでいる。
共犯者の供述については、第三者の供述と違って、共犯者が自己の刑事責任
を免れたり、軽減されることを意図して、おうおう仲間を引きずり込んだり、
あるいは、責任を他に転嫁するなど虚偽の供述をするおそれがあること、共犯
者自身は犯行体験を有し犯行を認めていることが多いから、真実と虚偽を混ぜ
て供述することは比較的容易であることなどから、その信用性判断は慎重にし
なければならない。その場合、共犯者の供述が客観的事実ないし客観的証拠に
符合（整合）するかが最も効果的な証明力判断方法といえる。
本件の事案では、Ａ供述の信用性評価において、上記のとおり、①Ａ供述と
客観的証拠である通話記録との整合性、②Ａ以外の第三者の関与の可能性が 
問題となったが、上告審は、①通話記録はＡ供述とよく整合するものであるの
に、受信が記録されていないなどの通話記録の性質に十分配慮せず、その有す
る証拠価値を見誤っている、②被告人以外の指示者の存在の可能性は、抽象的
な可能性に止まっているなどと、第 1 審判決の誤りを具体的に指摘しており、
その詳細な理由付けは、実務上大いに参考とすべきところであろう。
第 1 審判決は、事実認定についてよくいわれる「木を見て森を見ない」とい
う誤りを犯したものといえようか。また、被告人以外の指示者の存在の可能性
につき「抽象的な可能性」と指摘する点は、有罪認定に必要とされる立証の程
度としての「合理的な疑いを差し挟む余地がない」の意義について判示した最
決平19. 10. 16刑集61巻 7 号677頁を想起させる。すなわち、同決定は、「刑事
裁判における有罪の認定に当たっては、合理的な疑いを差し挟む余地のない程
度の立証が必要である。ここに合理的な疑いを差し挟む余地がないというの
は、反対事実が存在する疑いを全く残さない場合をいうものではなく、抽象的
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な可能性としては反対事実が存在するとの疑いをいれる余地があっても、健全
な社会常識に照らして、その疑いに合理性がないと一般的に判断される場合に
は、有罪認定を可能とする趣旨である。」と判示している。
⑷　本決定を出した第一小法廷は、本決定とほぼ同じ時期に、保護責任者遺
棄致死被告事件に関し、被害者の衰弱状態等を述べた医師らの証言が信用でき
ることを前提に被告人両名を有罪とした裁判員裁判による第 1 審判決を事実誤
認を理由に破棄した控訴審判決について、刑訴法382条の解釈適用を誤った違
法があるとして、破棄、差戻ししている（最高裁平成26年 3 月20日第一小法廷
判決 ・ 刑集68巻 3 号499頁）。証言の信用性判断について、詳細な判示をしてお
り、裁判例③と併せて実務上参考とすべき点が多い。以下、その事案の概要と
判旨を紹介することとする。
〈事案の概要〉
本件は、被告人両名が、引き取り同居していた被告人Ａの妹であり、医師に
より統合失調症の診断を受けていたＣ（当時21歳、以下「被害者」という。）
に対し、日常的に虐待を加えていたところ、被害者は平成21年 8 月 5 日頃に
は、上記の診断を受けるほどの精神状態や、平素から上記虐待等を受けていた
ことにより被告人両名に逆らえない状態になっていたことなどから、自ら進ん
で必要な医療措置を受けるなどの行動に出ることを期待するのが困難な状態に
あった上、被害者は、その頃には、極度に衰弱し、歩行するなどの身動きも 
1 人では不自由な状態であったにもかかわらず、上記虐待の事実の発覚を避け
たいとの気持ちもあり、共謀の上、 8 月 5 日頃から 8 月16日午後 7 時頃までの
間、被害者に医師の診察等の医療措置を受けさせず、僅かな飲食物を提供する
のみで、その生存に必要な保護を加えず、よって、 8 月20日午前10時27分頃、
被害者を外傷による出血及び低栄養に基づく虚血状態に起因するショック並び
に敗血症性ショックにより死亡させたという、保護責任者不保護致死の事案で
ある。
裁判員裁判による第 1 審判決は、被害者の衰弱状態等を述べる医師や、 8 月
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5 日頃、被告人両名と共に中華料理店を訪れた被害者の様子を述べる店員の第
1 審証言が信用できることを前提に被告人両名を有罪としたのに対し、控訴審
は、第 1 審判決の認定、判断は論理則、経験則等に照らし不合理であるとし、
事実誤認があるとして第 1 審判決を破棄し、事件を第 1 審に差し戻した。
上告審は、原判決は、第 1 審判決の事実認定について論理則、経験則等に照
らして不合理な点があることを十分に示したものとは評価することはできない
として、原判決を破棄し、事件を原審に差し戻した。
〈判　旨〉
1 　Ｄ（医師）証言の信用性について
Ｄ証言の要旨は、「 7 月29日頃に来院した被害者は、被告人Ａに寄りかかっ
て、 1 歩というより半歩ずつ、少しずつ歩くという感じであり、少し貧血っぽ
い顔をし、顔には黄疸が、また、顔、手及び脇腹の辺りには浮腫がそれぞれ出
ていた。被害者の状態を見て、全身状態が悪化したために、低たん白血症か何
かを起こして浮腫になっていると思った。精神科の治療とともに、肝機能障 
害の治療等、内科的な全身の治療が必要な状態であって、このまま悪くなって
いったら、大変なことになると思った。」というものである。
Ｄ証言は、①被害者を観察してその外見上の状況を述べる部分と、②被告人
Ａに対する説明内容を述べる部分からなる。両部分は、信用性の判断において
関連するところもあるが、別個の事項に関する証言であるから、それぞれにつ
いて具体的にその信用性を検討する必要がある。Ｄ証言の①部分についてみる
と、Ｄは、本件以前から被害者を診察していた医師であって、事件の当事者と
はいえない第三者であり、本件直前の被害者の身体状況等についてあえて虚偽
を述べるような事情は認められない。その医師としての経歴等に照らしても、
同人の医学的な専門知識 ・ 知見に疑問を抱かせる事情は見当たらず、 7 月29日
頃の被害者の身体状況に関する①部分はそのような知識 ・ 知見に基づくものと
して信用性が基礎付けられている。そうであるにもかかわらず、原判決は、 7
月29日頃の被害者の身体状況に関する認識についてＤが殊更真実とは異なる内
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容を述べていると判断するに際し、これらの点を考慮していない。また、①部
分は、被害者の遺体を解剖した医師 F の第 1 審公判における証言からうかが
えるその頃の被害者の身体状態や運動能力に沿うものであるし、 8 月 5 日頃の
被害者の様子に関し述べられているＥ証言にも沿うものである。原判決には、
Ｄ証言がこれら他の関係証拠に沿うものになっている点について、何ら説示が
ない。
さらに、①部分については、 7 月29日頃、被害者が被告人Ａと共にクリニッ
クに来院した際の同人らの様子や被害者の身体状況等が具体的に述べられてお
り、記憶が曖昧なところはその旨が率直に述べられ、作り話をしている様子は
うかがえない。原判決は、このように具体的な内容が述べられているにもかか
わらずＤ証言が信用できない理由についての説示を欠いている。
次に、②部分について、原判決は、Ｄが、被害者の全身状態が悪化しており
直ちに内科での受診が必要であるとの認識を持ちながら、被害者が通院してい
る精神科と併設されている内科を受診すればよいと思い、その旨伝えたという
のであれば、相当に不自然、不合理なことである旨いうが、Ｄは、被害者が精
神疾患による自傷行為で身体の状態悪化を招いていると認識していたのである
から、病状悪化の原因を断ち切るためには精神科の受診も必要であり、通院し
ていた精神科の治療を受けるとともに、併設されている内科を受診することが
適切であると考えて、その旨勧めることは、何ら不自然、不合理ではない。
確かに、被告人Ａに対する説明内容に関する供述部分には曖昧な点もある
が、医師としての専門知識 ・ 知見の基づく病状に関する認識の記憶と、患者の
家族との間で行われた口頭での会話の内容に関する記憶とでは、おのずから記
憶の正確性 ・ 保存状態の良否において差が生じることがあっても不自然ではな
いから、②部分に曖昧な点があるからといって、直ちに①部分に関する証言の
信用性を失わせるものと判断するのは相当でない。
そうすると、原判決は、Ｄ証言の①部分に関し、その信用性を支える根拠が
あるのに、これを考慮せず、かつ、②部分の証言内容は直ちに①部分の信用性
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を失わせるものとはいえないのに、失わせるものと判断した点において、Ｄ証
言の信用性を正当に評価したものであるとはいえず、同証言に基づく第 1 審判
決の事実認定が論理則、経験則等に照らして不合理であることを具体的に示し
ているとはいえない。
2 　Ｅ証言の信用性について
Ｅ証言の要旨は、「 8 月 5 日の来店時、被告人Ｂと子供が先に入店し、後か
ら被告人Ａと被害者が入店したが、被害者は、被告人Ａに脇を抱えられ、階段
1 段分の段差を難しそうに上がって入ってきた。被害者は、入店後、下を向い
てすり足で壁や椅子の背もたれに手をつきながら歩いており、両目が出目金の
ような腫れ方をしており、両目ともまぶたが内出血で紫色、赤黒かったし、口
もタラコ唇のように腫れており、ひどい怪我をしていると思った。」というも
のである。
原判決は、① 8 月 5 日頃に被告人両名らが来店した際の被害者と被告人Ａの
入店の順序や両者の動き等に関し、Ｅ証言では上記のとおり述べられているの
に、Ｅ供述（Ｅの捜査段階の供述）では、被告人両名及びその子が店内に入っ
てきてから遅れて被害者が入ってきた、などとされ、② 7 月に来店した際の被
害者の歩き方に関し、Ｅ証言では、足を引きずっていたなどの記憶がない、と
あるのに、Ｅ供述では、被害者の歩き方は、 7 月に見たときと同様、ゆっくり
と足を引きずる感じに変わりはなく、特に改めて気になるようなことはなかっ
た、とされており、食い違いがある上、これらの食い違いは勘違い等によるも
のとは考え難く、Ｅ証言の信用性については深刻な疑問があるという。
しかしながら、Ｅは、被告人両名や被害者と直接に関係を有しない第三者で
あって、殊更被告人両名に不利な供述をすることを疑わせるような事情は認め
られないし、証言内容を見ると、目撃した被害者の様子を具体的かつ詳細に当
時の心情も交えて述べており、上記 F 証言やＤ証言とも符合している。原判
決指摘の食い違いについて見ると、Ｅ証言において重要な部分は、 8 月 5 日頃
の被害者の外見上の状況に関してＥが目撃した様子を述べる部分であって、②
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部分は 8 月 5 日頃の状況とは無関係であるし、①部分も被害者の外見上の状況
とは関連性がなく、上記重要部分に関する証言の信用性を直ちに左右するもの
ではない。一方、上記重要部分について、Ｅ証言とＥ供述を対比してみると、
被害者の顔全体が腫れており、特に目や口が腫れていたという点などは一貫し
ており、Ｅ証言は十分に信用できる。
そうすると、原判決は、証言の中心部分ではない周辺的な事情に関する食い
違いを理由にＥ証言の信用性について深刻な疑問があるとしているのであっ
て、このようなＥ証言に関する信用性の評価は、第 1 審判決の事実認定が論理
則、経験則等に照らして不合理であることを具体的に示しているとはいえない。
……
そうすると、上記のような誤った証拠の信用性評価や判断を前提に、被告人
両名において、被害者の生命身体に危険があり、その生存に必要な保護とし
て、医師の診察等の医療措置を受けさせる必要があるとの認識を有していたか
を判断するためには、被害者の状況が、被告人両名から見ても、その認識を抱
かせるに足りるものであったのか否かについて、さらに審理を尽くす必要があ
り、被告人両名がそのような認識を有していなかったのではないかとの疑いに
つながる事情についての検討も行わなければ、上記の判断を決し得ないとした
原判決は、第 1 審判決の事実認定が論理則、経験則等に照らして不合理である
ことを具体的に示しているとはいえない。
以上の検討によれば、原判決が、Ｄ証言及びＥ証言を信用できないとし、被
告人両名は被害者が生存に必要な保護として医療措置を受けさせるなどの保護
を必要とする状態であることを分かっていたとする第 1 審判決の認定、判断を
是認できないとした判断は、第 1 審判決について、論理則、経験則等に照らし
て不合理な点があることを十分に示したものとは評価することができない（破
棄差戻し）。
